　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
福祉 (ふくし)法人 (ほうじん)十日町 (とおかまち)福祉会 (ふくしかい)
グループホーム千手 (せんじゅ)かたくり
指定 (してい)共同 (きょうどう)生活 (せいかつ)援助 (えんじょ)事業 (じぎょう)
重要 (じゅうよう)事項 (じこう)説明書 (せつめいしょ)















　このせつめいしょは、あなたが、グループホームせんじゅかたくりでせいかつするためにひつようなしえんをうけるにあたって、ほうりつによってそのないようをせつめいしてごりかいをいただくためのものです。
















　本重要事項説明書は、当施設とサービス利用契約の締結を希望される方に対して、社会福祉法第７６条に基づき、当事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご留意いただきたいことを説明するものです。







共同 (きょうどう)生活 (せいかつ)援助 (えんじょ)契約 (けいやく)重要 (じゅうよう)事項 (じこう)説明書 (せつめいしょ)

１　あなたのせいかつをしえんするほうじん（サービスを提供する法人）
	なまえ
	しゃかいふくしほうじんとおかまちふくしかい

	名称
	社会福祉法人十日町福祉会

	じゅうしょ
	とおかまちしみなくちざわ９９ばんち

	所在地
	新潟県十日町市水口沢９９番地

	でんわばんごう
	０２５－７６１－７３４０

	電話番号
	

	ふぁっくすばんごう
	０２５－７６１－７３４１

	ＦＡＸ番号
	

	りじちょうのなまえ
	りじちょう　おみ　はるお

	代表者名
	理事長　尾身　　晴夫

	つくられたとし
	へいせい２０ねん１０がつ１にち

	設立年月日
	平成２０年１０月１日

	ほうじんのきまり
	しゃかいふくしほうじんとおかまちふくしかいていかん

	定款
	社会福祉法人十日町福祉会定款

	きまりをつくったひ
	へいせい２０ねん１０がつ１にち

	定款制定日
	平成２０年１０月１日



２　あなたがりようするしせつ（利用施設）
	しゅるいとていいん
	きょうどうせいかつえんじょ　　５２にん

	種類と定員
	共同生活援助（グループホーム）　５２人

	しせつのなまえ
	ぐるーぷほーむせんじゅかたくり

	事業所の名称
	グループホーム千手かたくり

	していばんごう
	１５２１００００１６

	指定番号
	

	しせつのじゅうしょ
	とおかまちしみなくちざわ１００ばんち１

	事業所所在地
	〒948-0144　新潟県十日町市水口沢100番地1

	でんわばんごう
	０２５－７６８－２００１（ＦＡＸ兼用）

	電話番号・FAX番号
	

	めーるあどれす
	info-katakuri@fuku-tokamachi.or.jp

	Ｅメールアドレス
	

	しせつちょう
	ねつ　みさこ

	施設長
	根津　美佐子

	けいかくづくり
	せきぐち　きよみ　　しげの　まりか

	サービス管理責任者
	　関口　清美　　　　重野　まりか

	せいかつのしえん
	さいきよしふみ、こばやしひさよし、いけだかずひこ、こすぎみやこ、やまだかずみほか

	生活支援員
	　斉木芳文、小林久良、池田和彦、小杉　都、山田一美他

	つうしょできるばしょ
	とおかまちし、つなんまち、そのたひつようにおうじて

	サービスの実施地域
	十日町市、津南町、その他必要に応じて

	おもなしょうがい
	ちてきしょうがいしゃ

	主たる対象者
	知的障害者

	しせつができたひ
	へいせい１１ねん１１がつ１にち

	開設年月日
	平成１１年１１月１日





３　すむいえごとのなまえなど（家屋ごとの名称等）

	共同生活住居
①
	なまえ（事業所の名称）
	せんじゅかたくり

	
	ばしょ（事業所の所在地）
	十日町市水口沢100番地1

	
	でんわ（電話番号）
	０２５－７６８－２００１

	
	できたひ（開設年月日）
	平成16年10月1日

	
	にんずう（利用定員）
	5人（女性：５）

	共同生活住居
②
	なまえ（事業所の名称）
	やまゆり

	
	ばしょ（事業所の所在地）
	十日町市下条4丁目183番地2

	
	でんわ（電話番号）
	０２５－７５５　－５１６３

	
	できたひ（開設年月日）
	平成14年6月1日　（R6,11.1 移転）

	
	にんずう（利用定員）
	７人（男性：７）

	 共同生活住居
      ③
	なまえ（事業所の名称）
	しんざ

	
	ばしょ（事業所の所在地）
	十日町市新座甲625番地2

	
	でんわ（電話番号）
	０２５－７５７－２２４４

	
	できたひ（開設年月日）
	平成21年4月1日

	
	にんずう（利用定員）
	7人（男性：5　女性：2）

	生活援助
④
	なまえ（事業所の名称）
	しらゆり（名称変更旧かんぱら）

	
	ばしょ（事業所の所在地）
	十日町市下条4丁目183番地2

	
	でんわ（電話番号）
	０２５－７５５　－５１６３

	
	できたひ（開設年月日）
	平成22年4月1日　（R6.11.1移転）

	
	にんずう（利用定員）
	６人（女性）

	共同生活住居　　⑤

	なまえ（事業所の名称）
	いずみ

	
	ばしょ（事業所の所在地）
	十日町昭和町３丁目１２番地

	
	でんわ（電話番号）
	０２５－７５２－３８３８

	
	できたひ（開設年月日）
	平成26年8月1日

	
	にんずう（利用定員）
	7人（男性：５、女性：２）

	共同生活住居
　　　⑥
	なまえ（事業所の名称）
	はら

	
	ばしょ（事業所の所在地）
	十日町下条２丁目３２６番地

	
	でんわ（電話番号）
	０２５－７５６－２２４０

	
	できたひ（開設年月日）
	平成28年2月1日

	
	にんずう（利用定員）
	６人（男性:４、女性２）

	共同生活住居
　　　⑦
	なまえ（事業所の名称）
	上野あじさい

	
	ばしょ（事業所の所在地）
	十日町市上野３番地

	
	でんわ（電話番号）
	０２５－７５５－５５９０

	
	できたひ（開設年月日）
	平成28年４月1日

	
	にんずう（利用定員）
	７人（男性７）

	共同生活住居
　　　⑧
	なまえ（事業所の名称）
	上野なでしこ

	
	ばしょ（事業所の所在地）
	十日町市上野３番地

	
	でんわ（電話番号）
	０２５－７５５－５５９１

	
	できたひ（開設年月日）
	平成28年４月1日

	
	にんずう（利用定員）
	７人（女性:７）



４　グループホームのもとになるかんがえかた（事業の目的及び運営方針）
（１）もくてき（事業の目的）
	　おとうさんやおかあさん、おにいさんやおねえさんたちのように、ふつうのいえのようなところにすんで、くらしやしごとにおいてじぶんがひつようなかいごなどをうけることで、ふつうにちかいくらしをもとめていきます。

	　障害者の地域での自立生活の促進と福祉の増進を図るために、地域社会の中に生活の場を提供し、日常生活に必要な援助・支援を行うことで、一般成人として社会生活の実現を果たすことを目的とします。


（２）しえんのもとになるかんがかた（運営方針）
	１　グループホームがじぶんのいえであるとおもえるように、ふつうのひととおなじようなくらしをするためのかいごなどをうけて、まいにちがたのしくかんじられるようなしえんをします。
２　どういうかいごをうけるかをかいたけいかくでしえんします。
３　なごみのいえやワークセンターやあおぞらなどといっしょになってしえんをおこないます。
４　あなたのきぼうとかぞくのきぼうをきいてきせいをけいかくします。

	１　グループホームは入居者の家であり、生活の場です。グループホーム入居者の日常生活について必要な援助・支援を行い、共同生活の中で地域住民の一人として社会性の向上並びに生活の質の向上が図れるよう援助・支援をします。
２　入居者一人ひとりの意向、特性に応じたサービス計画を作成し、これに基づいたサービスを提供します。
３　他の福祉サービス事業所と連携し、入居者の主体的な地域生活を支援します。
４　入居者の希望に応じ、家族等との交流を大切にし、必要に応じて帰省等を行います。


（３）あなたにいじわるやいじめをしないこと（虐待防止）
	1
	しょくいんはべんきょうして、あなたにくらしにくいことがたくさんあっても、おなじひととしてせいかつできるようにしえんするようにします。

	
	利用者の虐待防止のため、職業的倫理観、専門知識や技術の向上に努めます。

	2
	やってはいけないことや、やったほうがいいことがきめてあることをまもるようにします。

	
	倫理綱領・行動規範を遵守します。（支援計画書に記載）

	3
	しせつのなかやそとにでてべんきょうして、あなたからしんじてもらえるようになります。

	
	研修を通じて職員の専門性の向上に努めます。

	4
	あなたがしてほしいことやなりたいことがかいてあるけいかくをたいせつにして、それにあわせたしえんをしていきます。

	
	利用者一人ひとりのニーズに基づいた個別支援計画に沿った支援を展開します。

	5
	あなたがこまったことやこうしてほしいことなどのはなしがあるときは、しっかりとはなしをきいてわかるようになります。

	
	相談援助の充実により、利用者の権利擁護に努めます。



５　グループホームのへやなどのかず（グループホームの居室数等）
（１）へやなどのかず（居室や設備の概要）
	
	へや
	しょくどう
	ふろば
	だついば
	せんめんじょ
	といれ
	えれべーたー

	
	部屋数
	食堂
	浴室
	脱衣場
	洗面所
	便所
	エレベーター

	やまゆり
	７
	１
	１
	１
	２
	３
	１

	かたくり
	６
	１
	１
	１
	２
	２
	

	しんざ
	８
	１
	１
	１
	２
	３
	

	しらゆり
	７
	１
	１
	１
	２
	３
	１

	いずみ
	８
	１
	１
	１
	２
	４
	

	はら
	７
	１
	１
	１
	２
	２
	

	上野あじさい
	８
	１
	１
	１
	２
	４
	

	上野なでしこ
	８
	１
	１
	１
	２
	４
	



（２）へややいえをかえるばあい（居室並びにグループホームの変更）
	　へやをかえたりグループホームをかえたりしたいときは、へやがあいているかなどをよくかんがえてからきめます。
また、からだやきもちでかえてほしいとおもうときは、あなたとかぞくとはなしあいをやってからきめるようにします。

	　ご利用者から居室やグループホームの変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況などによりバックアップ施設でその可否を決定します。
　また、ご利用者の心身の状況等により、居室並びにグループホームを変更する場合があります。その際には、ご利用者やご家族等との協議のうえ決定するものとします。



６　しょくいんなどについて（職員の配置状況）
（１）しょくいん（職員の配置状況）
	しごとのなまえ（職名等）
	かず（人数）
	せつめい（説明）

	かんりしゃ
	管理者
	１
	

	けいかくづくり
	サービス管理責任者
	２
	

	しえんいん
	生活支援員
	１６
	専従１２名、兼務４名

	せわにん
	世話人
	１５
	専従１２名、兼務２名


※　しょくいんのにんずうなどは、きまりをまもっています。
※　サービス管理責任者、生活支援員、世話人の配置については、指定基準を遵守しています。

（２）常勤換算
	
	常勤換算
	常勤
	非常勤
	基準
	備　　　考

	管理者
	0.5
	1
	
	1
	

	サービス管理責任者
	1.0
	2
	
	   2
	

	生活支援員
	 10.0
	6
	11
	7.0
	

	世話人
	  9.1
	
	  15
	8.3
	


※（常勤換算とは、職員それぞれの週当たりの勤務延べ時間数の総数を当事業所における常勤職員の所定勤務時間数（週：４０時間）で除した数です。
（３）おいしゃさんのなまえ（協力医療機関）
	いえのなまえ
	びょういん（病院名）
	（住　所）

	やまゆり
	おおつぼいいん（大坪医院）
	十日町市四日町1743-10

	かたくり
	とみたいいん（富田医院）
	十日町市上新井1145-2

	しんざ
	おおつぼいいん（大坪医院）
	十日町市四日町1743-10

	しらゆり
	おおふちないかくりにっく（大渕内科クリニック）
	十日町市中条甲1096-2

	　　いずみ
	おおつぼいいん（大坪医院）
	十日町市四日町1743-10

	  　 はら
	かわにししんりょうじょ
(十日町市国民健康保険川西診療所)
	十日町市高原田２０１－４

	 上野あじさい
	かわにししんりょうじょ
(十日町市国民健康保険川西診療所)
	十日町市高原田２０１－４

	上野なでしこ
	かわにししんりょうじょ
(十日町市国民健康保険川西診療所)
	十日町市高原田２０１－４


※　協力医療機関の医院以外への受診や治療は、ご家族のご協力をお願いする場合があります。

７　しえんするなかみ（サービス提供の内容）
（１）りようりょうのなかにはいっているなかみ（自立支援給付費対象サービス内容）
	
	しえん
	しえんのなかみ

	1
	しえんけいかく
	さーびすかんりせきにんしゃが、ひとりひとりのしえんけいかくをつくって、せわにん、せいかつしえんいんがそのとおりにしえんします。

	
	個別支援計画
	サービス管理責任者が自立に向けた個別支援計画を作成し、世話人、生活支援員が計画に沿った支援を行います。


	2
	
しょくじ

	せわにんが、えいようをかんがえて、ごはんをつくります

	
	食事　

	世話人が、栄養バランスを考え、食事を提供します

	3
	そうだんえんじょ
	しえんのこと、なやみごとのそうだんなどをうけて、いっしょにかいけつします。

	
	相談援助
	支援内容や心身の状況を把握し適切な相談援助を行います。

	4
	はいせつ
	といれでのてだすけや、じぶんでできるようになるようなしえんをします。

	
	排泄
	ご利用者の特性に応じた排泄援助と自立に向けた支援

	5
	にゅうよく
	おふろはきめられたひにはいれます。
おふろにはいれないときは、たおるでふきます。

	
	入浴
	入浴支援を行います。心身の状況やご利用者のご希望によって適宜変更します。
入浴が困難な場合は、清拭などの対応を図ります。

	6
	よかかつどう
	たのしめることをみつけてしえんします。

	
	余暇活動
	一人ひとりが主体的に取り組める余暇活動を支援します。

	7
	けんこうかんり
	かぜをひいたりしないように、まいにちのけんこうにきをつけて、びょうきになったときはびょういんでみてもらいます。

	
	健康管理
	日々の健康観察を行い、感染症予防等の心身の状態に応じた支援を行います。


【しえんのなかみ】（サービスの概要）
●しえんをうけるないようは、さーびすかんりせきにんしゃがつくる「こべつしえんけいかく」によってしえんをするようになります。
●「こべつしえんかいかく」は、ごじぶんやごかぞくのきぼうがあれば、おかねをはらってもらうことで、きめられたなかみのものをしることができます。
○　すべてのサービスは、サービス管理責任者が作成した「個別支援計画」に基づいて行われます。
○　個別支援計画は、利用者及び家族等の求めに応じ、開示、提供（実費負担）します。

とくべつにおかねがかかるしえんのなかみ（介護給付対象外サービス内容）
	No
	なかみ（項目）
	おかね（料金）
	せつめい（説明）

	1
	ほうりつのおかね
	
	障害者総合支援法に規定された金額になります。障害基礎年金以外の収入が一定額以上になると定率負担が発生します。

	
	定率負担
	
	

	２
	やちん
	①18,000円

②20,000円
	
①　かたくり、はら

2 しんざ
上野あじさい、上野なでしこ
やまゆり、しらゆり、いずみ


自立支援給付費の家賃補助支給該当者は支給分を減額します。


	
	家賃
	
	

	
	
	
	

	3
	
せいかつのひよう
	5,610円
	町内会費等含みます。
消耗品、日用品、備品等は原則として共用空間（食堂、居間、便所等）においては、共益費から負担しますが、居室においては自己負担となります。

	
	日常生活費
	
	

	4
	でんき、すいどう
	16,000円
	

	
	光熱水費
	
	

	5
	ごはん
	32,000円
	平日の昼食は含みません。

	
	食費
	
	

	6
	きんせんかんり
	400円
	こづかいや立替金の事務管理を行います。

	
	立替金管理費用
	
	

	7
	そのほか
	かかるおかね
	個別に希望される嗜好品等は、実費の自己負担になります。

	
	その他
	実費
	


●りょうきんは、ほうりつできめられたきんがくをせいきゅうします。
●せいきゅうするおかねは、じゅきゅうしゃしょうにかいてあるおかねになります。
○自立支援給付費によるサービスを利用した際は、サービス利用料金（厚生労働大臣が定める額）のうち原則９割が介護給付費の給付対象となります。
○事業所が介護給付費の給付を市町村から代理受領する場合、利用者負担分としてサービス利用料全体の１割の額を事業所にお支払いいただきます。（定率負担）
○定率負担または利用者負担額の軽減等が適用される場合は、この限りではありません。（障害福祉サービス受給者証をご確認ください）

（３）おかねのしはらいかた（利用料金のお支払方法）
●おかねは、まいつきけいさんして、つぎのつきの１０かまでにせいきゅうしますので、まいつき２０にちまでにこうざふりかえではらってください。
○前記の料金は、１か月ごとに計算し、翌月の１０日までに請求しますので、翌月の１５日までに指定口座に振り込んでください。
	ぎんこうなどのなまえ
	JAうおぬまかわにししてん
うおぬま農業協同組合川西支店

	金融機関名
	

	つうちょうのばんごう
	００３７９８２

	口座番号
	



８　きろくのかんりなど（利用者の記録及び情報の管理等）
●こべつしえんけいかくなどは、ほうりつにかいてあるようにしることができます。
●みなさんのじぶんのことやかぞくのことやいえであったことなどは、ほうりつにかいてあるとおりにまもります。
○個別支援計画等の書類は、法律に基づいた手続きにより開示することができます。
○個人情報は、法律に基づいた対応を図ります。
○市町との連携が必要な場合、及び情報提供を要請された場合は、利用者の同意（個人情報保護に関する同意書）に基づいて情報提供をします。

９　けが、じこ、じしんなどがおきたときのたいおう（緊急時の対応）
●からだのちょうしがわるくなったり、けがやじこにあったときは、できるだけはやく、おいしゃさんやびょういんへれんらくをします。
○利用者の病状急変やけが並びに事故の際は、速やかに医療機関への連絡等を行います。サービス利用時間内に医療機関への受診の必要が発生した場合は、利用者及び家族の方に同意を得たうえで速やかに対応します。ただし、当事業所で緊急性が高いと判断した場合は、その都度判断し速やかに対応します。
１０　くじょうのうけつけについて（当事業所における苦情の受付について）
（１）くじょうのうけつけ（苦情受付）


●こべつしえんけいかくのなかみや、しょくいんのたいどやことばづかいにふまんがある、なやみごとやこまりごとがある、ほかのりようしゃとうまくいかないなどのいけんやふまんがあったときは、くじょううけつけせきにんしゃにそうだんしてください。
	○
	かいけつせきにんしゃ
	ねつ　みさこ
	755-5162
	GH千手かたくり施設長

	
	苦情解決責任者
	根津　美佐子
	
	

	○
	だいさんしゃいいん
	むらやま　さちこ
	758-2420
	法人評議員

	
	第三者委員
	村山　幸子
	
	

	
	だいさんしゃいいん
	みずおち　ひさお
	759-2123
	法人評議員

	
	第三者委員
	水落　久夫
	
	

	○
	うけつけせきにんしゃ
	せきぐち　きよみ
	755-5162
	GH千手かたくり班長

	
	苦情受付責任者
	関口　清美
	
	

	○
	うけつけじかん
	8：30～17：30

	
	苦情受付時間
	

	○
	めーるあどれす
	Info-katakuri@fuku-tokamachi.or.jp



○支援計画や職員の姿勢、あるいは事業所運営等において、ご意見やご不満がある場合は苦情受付責任者、第三者委員までお申し出ください。苦情解決責任者が申し立てに基づいて適切な解決を図ります。
	苦情解決責任者
	根津　美佐子
	755-5162
	施設長

	第三者委員
	村山　幸子
	758-2420
	法人評議員

	第三者委員
	水落　久夫
	759-2123
	法人評議員

	苦情受付責任者
	関口　清美
	755-5162
	班長



〇新潟県福祉サービス第三者評価の受審状況
	受診の有無
	　　あり　・　　なし



（２）ぎゃくたいぼうしについてのそうだん（虐待防止に関する相談窓口）
●せわにんやしょくいんなどから、いやなことをいわれたり、ぼうりょくをふるわれたりしたときは、ぎゃくたいぼうしいいんかいにそうだんしてください。
○利用者が身体拘束や虐待にあったと疑われる際は、次の虐待防止委員会まで申し出てください。適切に対応します。
	○虐待防止委員会

	担当者
	ねつ　みさこ（根津　美佐子）

	電話番号
	７５５－５１６２

	ＦＡＸ番号
	７５５－５２７２





（３）そのたのくじょうについて（その他苦情受付機関）
●なかまのいえのほかに、つぎのところもくじょうをいえます。くわしいことは、おうちのひとにきいてください。

○　新潟県では、下表の機関で苦情受付等を行っています。
	○新潟県福祉サービス運営適正化委員会

	場所
	新潟県社会福祉協議会内　新潟市上所２－２－２

	電話番号
	０２５－２８１－５６０９

	ＦＡＸ番号
	０２５－２８１－５６１０

	電子メール
	kujou@fukushiniigata.or.jp



１１　おねがいすること（当事業所ご利用に当たり留意いただく事項）
●ごりようにあたって、ほかのおおくのりようしゃのめいわくにならないように、ぐるーぷほーむのきまりをまもるようにしてください。
　できないときは、やめてもらうこともあります。
○事業所の利用にあたっては、多くの利用者の皆様との共同利用となります。他の利用者の皆様方の迷惑にならないよう、上記の項目についてご留意ください。これらの項目に
対して、再三にわたって違反する場合には、退所などの措置をとることがあります。

	No
	こうもく
	おねがいするなかみ

	1
	せつびや
きぐのりよう
	せつびやきぐは、だいじにりようしてください。きまりによらないつかいかたでこわしたときは、べんしょうしてもらうことがあります

	
	設備・器具の利用
	グループホーム内の設備・器具は本来の用法に従ってご利用ください。これに反した利用により破損が生じた場合は、賠償していただくことがあります。

	2
	たばこ
	たばこをすうときは、きめられたばしょですってください

	
	喫煙
	グループホームの内は全室禁煙です。喫煙の際は屋外の決められた場所でお願いします

	3
	だいじなもの
	さいふやこうかなものは、せわにんしつやかぎのかかるばしょでほかんするようにしてください

	
	貴重品の管理
	貴重品の自己管理ができない利用者については、世話人室や鍵のかかる場所で管理します。

	4
	しゅうきょうかつどう
	しゅうきょうをしんじることはじゆうですが、ほかのりようしゃにたいしてひろめようしたり、いえへほうもんしたりすることはしないでください

	
	宗教活動
	利用者の思想、信仰は自由ですが、他利用者に対する布教活動、政治活動及び営利活動はご遠慮願います



１２　けが、びょうきになったときのたいおう（緊急時の対応）
	　からだのちょうしがわるかったり、けがやじこにあったときは、できるだけはやくびょういんなどへれんらくします。

	　ご利用者の病状急変等の緊急時には、速やかに医療機関への連絡等を行って対応を図ります。サービス利用時間内に医療機関への受診の必要性が生じた場合には、利用者及び家族の方に同意を得たうえで速やかに対応します。ただし、当施設で緊急性が高いと判断した場合は、その都度判断し速やかに対応します。




１３　じこがおきたときのたいおう（事故発生時の対応）
　●　じこがおきたばあいは、しやくしょやごかぞくなどへれんらくします。
　●　じこがおきたばあいは、なぜおきたのかをわかるようにして、おなじことがおきないようにします。
　○　利用者に対するサービス提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村及び利用者の家族へ連絡を行うとともに必要な措置を講じます。
　○　利用者に対するサービス提供により事故が発生し、損害が発生した場合は、不可抗力による場合を除き、速やかに契約者に対して損害を賠償します。
　○　事故が発生した際には、その原因を解明し再発防止のための対策を講じます。
　
１４　そのほかのたいせつなこと（その他事業所の運営に関する重要事項）
（１）ほけんのかにゅう（保険加入について）
　●けがやじこのたいさくとして、ほけんへはいることをおねがいしています。
　　ごりかいとごきょうりょくをおねがいします。
　○指定障害福祉サービス提供においては、各種の疾病やけが、災害等への対策として「ハンズ知的障害児者サポート協会（ハンズ互助会）」への加入をお願いしていますので、ご協力をお願いいたします

（２）かぜやげりなどのうつりやすいびょうき（感染症の対応）
●かぜやいんふるえんざ、げり、ころなういるすなど、などになったときは、ぐあいによって、あんせいにしてもらいます。
○事業所又はグループホームにおいて、感染症に罹患した場合等は、感染が拡大しないように居室対応をする場合があります。

（３）グループホームをやめたいとき（退所を希望される場合）
●さーびすりようをやめようとするときは、できるだけはやくしょくいんにそうだんしてください。
○一人ひとりの支援は、個別支援計画に基づいてサービス提供していますが、利用契約解除を希望される場合は、できる限り早めに事業所までご相談ください。
していしょうがいふくしさーびすのていきょうにさいし、ほんしょめんにもとづきじゅうようじこうせつめいをおこないました。

指定障害福祉サービスの提供開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。

じぎょうしょめい：グループホームせんじゅかたくり
事業所名：グループホーム千手かたくり


せつめいしゃしょくめい　　　　　　　　　しめい

説明者職名　　サービス管理責任者　　　　氏名　　　　関口　清美　　　　印

わたしは、ここにかいてあることをわかって、じぎょうしょからじゅうようじこうのせつめいをうけて、していしょうがいふくしさーびすのりようかいしにさんせいしました。

私は、本書面に基づいて事業所から重要事項の説明を受け、指定障害福祉サービスの利用開始に同意しました。



　令和　　　年　　　月　　　日

　りようしゃ
　利用者　　　〒　　　　　　　
　　　　　じゅうしょ
　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　しめい
　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　だいりにんなど
　代理人等　　〒　　　　　　　
　　　　　じゅうしょ
　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　しめい
　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

共同生活援助　利用契約書
　様（　以下「利用者」といいます。）と社会福祉法人十日町福祉会（以下「事業者」といいます。）は、利用者に対し提供する指定共同生活援助事業について、次のとおり契約を締結します。
（契約の目的）
第１条　この契約は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律等関係法令の理念に則り、利用者の自立と社会経済活動への参加を促進するために、事業者が個別支援計画に基づき利用者に対して必要なサービスを適切に行うことを定めます。
２　利用者が利用する福祉サービスは次の事業所です。
　　事業所の名称　共同生活援助事業所千手かたくり
　　事業所所在地　新潟県十日町市水口沢９９番地
（契約期間）
第２条　この契約の期間は、令和　　年　　月　　日から障害福祉サービス受給者証(以下｢受給者証｣といいます。)に記載された支給決定期間満了日までとします。
２　受給者証の支給決定期間満了日以前に利用者が障害支援区分の変更を受け、支給決定期間満了日が更新された場合又は支給決定期間満了後に改めて支給決定された場合には、変更後の支給決定期間の満了日をもって契約期間の満了日とします。
（個別支援計画）
第３条　事業者は利用者の置かれている環境及び日常生活全般の状況等を通じて利用者及びその家族が希望する生活や課題を明らかにし適切な支援内容の把握に基づき個別支援計画を作成します。
２　個別支援計画の内容について利用者とその家族に対し説明し、文書により同意を求めます。
３　利用者はいつでも支援計画について説明を求め、意見を述べることや変更を求めることができます。
（サービス内容）
第４条　事業者は、個別支援計画に基づいて、「重要事項説明書」に記載されているサービス内容を提供します。
（1） 相談・援助
（2） 食事
（3） 排泄
（4） 入浴
（5） 余暇活動
（6） 健康管理
２　サービス提供は、事業所の世話人、生活支援員等の従事者が当たります。
３　サービスの提供に当たっては利用者の心身の状況に応じ自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な相談、助言、援助を行います。
４　常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のための必要な援助を行います。
５　利用者の意思と人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、サービスを提供します。
（利用料金）
第５条　利用者は、「重要事項説明書」に記載されている訓練等給付費対象サービス内容の料金（厚生労働大臣の定める額。但し軽減等が適用あり。）の所定の利用者負担額（サービス利用説明書にも記載）を支払います。ただし、訓練等給付費等については、事業者が市町から代理受領をした場合は、利用者は直接支払う必要はありません。
２　利用者は、サービス利用料金を重要事項説明書に記載された方法で事業者に支払います。
３　事業者は、利用者が給付費対象外サービス内容を受ける場合は料金を請求します。
４　事業者は、サービス利用に当たって、あらかじめ利用者に対しサービスの内容及び料金について説明を行い、利用者の同意を得ます。
（利用料の支払い方法）
第6条 　利用者は前５条に定める利用料金を月ごとに支払います。
２　事業所は、当月の利用料金合計額の請求書を翌月１０日までに送付します。
３　利用者は、当月の利用料金の合計金額を、翌月１５日までに支払います。
４　事業者は、利用者から利用料金の支払いを受けた時は、利用者に領収書を発行します。ただし、銀行振込の場合は、振込書を領収書とみなしますが、必要に応じて領収書も発行します。
（サービス利用料の返金）
第７条　事業者は、１ヶ月のうち１０日以上利用がない場合、（帰宅日と帰寮日は含まない）には、食材料費のみ、日額を返金します。
（事業者の基本的義務）
第８条　事業者は、利用者に対し利用者の自立と社会経済活動への参加促進の観点から、できる限り居宅に近い環境の中で、必要なサービスを適切に行います。
２　事業者は、利用者の意思と人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、共同生活援助サービスを提供します。
（事業者の具体的義務）
第９条　事業者は、サービス提供にあたって、利用者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮するとともに、非常災害及び衛生管理等に必要な具体的な計画、連絡体制を整備します。
２　事業者は、本契約に基づく内容について、利用者の質問等に対して適切に説明しなければなりません。
３　事業者及びサービス従事者は、本契約によるサービス提供をするにあたって知りえた利用者やその家族等の秘密について、正当な理由がある場合を除き第三者に開示することはありません。
４　事業者は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除いて、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。
５　事業者は、サービス提供に関する記録を整備し、サービス提供日から５年間保存します。
（緊急時の援助）
第１０条　事業者は、利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合には、）
速やかに協力医療機関又は利用者の指定する医療機関での診察を依頼します。
２　前項のほか、利用中に利用者の心身の状態が変化した場合、利用者及びその家族が指定する者に速やかに連絡します。
（事故と損害賠償）
第１１条　事業者は、サービスの提供によって事故が生じた場合には、速やかに関係市町及び利用者の家族などに連絡して必要な措置を講じます。また、事故状況及び処置について記録します。
２　事業者は、サービスを提供するにあたって、事業者の責と帰すべき事由により利用者に損害を与えた場合には、速やかに賠償します。
（契約の終了事由）
第１２条　本契約、次の各号に基づく契約の終了が生じた場合に終了するものとします
1 利用者が死亡した場合
2 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により施設を閉鎖した場合
3 施設の滅失や重大な因損により、サービスの提供が不可能になった場合
4 施設の事業者の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合
5 第１０条から第１２条に基づき本契約が解約又は解除された場合
6 第２条の契約期間が満了した場合、ただし満了前に契約更新の手続きが取られた場合を除く
　（利用者からの中途解約）
第１３条　利用者は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。この場合には、利用者は契約終了を希望する前の３日前までに事業者に通知するものとします。
（利用者からの契約解除）
第１４条　利用者は、事業者もしくはサービス従事者が次の事項に該当する行為を行った場合には、直ちに本契約を解除することができます
1 　事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める共同生活援助サービスを実施しない場合
2 事業者もしくはサービス従事者が第９条第１項から第５項に定める義務に違反した場合
3 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により利用者の生命・身体・財物・信用を傷つけることなどによって、本契約を継続しがたい重要な事情が認められる場合
4 他の利用者が利用者の生命・身体・財物・信用を傷つけた場合、もしくは傷つける恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合
（事業者からの契約解除）
第１５条　事業者は、利用者が以下の事由に該当する場合には、本契約を解除することができます。
1 　利用者が事業所に支払うべきサービスの利用料金を３ヶ月以上滞納し期間を定め再三催告したにもかかわらず支払わない場合。
2 利用者が、他の利用者の生命・身体・財物・信用を傷つけることなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ、その状況の改善が見込めない場合
3 　利用者が、故意又は重大な過失により事業者もしくはサービス従事者の生命・身体・財物・信用を傷つけることなどによって、契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ、その状況の改善が見込めない場合。
（苦情解決）
第１６条　利用者及びその家族は、事業者が提供したサービスに関して苦情がある場合は、いつでも「重要事項説明書」に記載されている苦情相談担当窓口及び運営適正化委員会等に苦情を申し立てることができます。
２　事業者は、苦情が申し立てられた時は速やかに事実関係を調査し、その結果、改善の必要性の有無及びその方法について、利用者または家族に文書で報告します。
（他のサービス提供者との連携）
第１７条　事業者は、地域や家庭との結びつきを重視し、市町等の外、障害者福祉の増進を目的とする事業を行う者、その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連携に努めます。
　（身元引受人）
第１８条　事業者は、利用者に対し、身元引受人を求めることがあります。ただし、利用者に身元引受人を立てることができない相当の理由が認められる場合は、その限りではありません。
２　身元引受人は、次の各号の責任を負います。
（1） 利用者が疾病により医療機関に入院する場合、入院手続きが円滑に進行するように事業者に協力すること。
（2） 契約解除又は契約終了の場合、事業者と連携して利用者の状態に見合った適切な受け入れ先確保に努めること。

（3） 利用者が死亡した場合の遺体の引き取り、遺留金品の処理その他必要な措置。
　（協議事項）
第１９条　契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は障害者自立支援法等の関係諸法令の定めるところに従い、利用者と誠意をもって協議するものとします。

　上記の契約を証するため、本書２通を作成し、利用者、事業者が記名捺印のうえ、各自その１通を所持するものとします。



令和　　年　　月　　日


利用者   住    所　新潟県

氏　　名　　　　　　　　　　　　　 　　印


代理人　 住　　所

氏　　名                                印

                            　（続　柄） 


事業者　名 　　称　　社会福祉法人　十日町福祉会
　　　　　　　　　　　　 　　住     所  　新潟県十日町市水口沢９９番地
代表者氏名　　理 事 長   尾身　晴夫　  印










個人情報保護に係わる同意書

次に定める条件のとおり、私　　　　　　　　様及び代理人　　　　　　　　様は、社会福祉法人十日町福祉会が、私及び身元引受人、家族の個人情報を下記の利用目的の必要最小限の範囲内で使用、提供、または収集することに同意します。

１　利用期間
社会福祉法人十日町福祉会経営の障害福祉サービス提供に必要な期間及び契約期間に準じます。
２　利用目的
（１）障害福祉サービスにおける障害支援区分認定の申請及び更新、変更のため。
（２）利用者に係わる個別支援計画またはサービス等利用計画を立案し、円滑にサービスが提供されるために実施するサービス担当者会議での情報提供のため。
（３）医療機関、福祉事業者、相談支援員、障害関係サービス事業者並びに従事者（第三者評価、苦情聴き取り調査者等）、自治体、その他社会福祉関係機関との連絡調整のため。
（４）利用者が、医療サービスの利用を希望している場合及び主治医等の意見を求める必要のある場合。
（５）利用者が就労支援を受ける場合、関係事業所における担当者との調整をはかる場合。
（６）利用者が利用する障害関係サービス事業所内でのケース検討並びにケース会議のため。
（７）行政の開催する評価会議、サービス担当者会議のため。
（８）その他サービス提供で必要な場合。
（９）上記各号に関わらず、緊急を要する時の連絡等の場合。
３　使用条件
（１）個人情報の提供は、必要最小限とし、サービス提供に係わる目的以外には決して利用しない。また、利用者とのサービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了後においても、第三者には漏らさない。
（２）個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求があれば開示する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　本人（利用者）住　所
　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　代　理　人　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　続き柄
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